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Investigation of the Recovery and Reconstruction Process, especially 
the Upland Relocation and Land Development in the Aonae District 
of Okushiri Town: From the Point of View of Administrative Law and 
Civil Law
This paper collects and studies materials and documents concerning 
the disaster recovery and restoration, the upland relocation, and the 
land development of Okushiri Town, especially the Aonae District, 
which suffered from an earthquake off the southwest coast of 
Hokkaido. The materials and documents which record the recovery 
and reconstruction of Okushiri Town were mostly unorganized. We 
organize the materials and documents and archive them. We apply 
them to the recovery and reconstruction process and study them 
from the point of view of administrative law and civil law. Finally, we 
summarize the results and make recommendations for recovery and 
reconstruction from this disaster.
キーワード：災害復興法学，奥尻町（島），北海道南西沖地震，災害復旧・復興，東日本大震災
Key words：Disaster Recovery and Revitalization Law, Okushiri Island (Town), Earthquake oﬀ  
the Southwest Coast of Hokkaido, Disaster Recovery and Restoration, The Great 
East Japan Earthquake
─ 2 ─








































































































































































































































































































































北　星　論　集（経） 　第 57 巻　第２号（通巻第 73 号）
借地借家関係や被災マンションに関わる論考
が比較的多かったが，複合型災害となった東
日本大震災の性質を反映して，その対象は多
岐に渡る。福島第一原子力発電所事故からの
生活再建や，その損害賠償責任の問題，被災
地の雇傭・労働問題，消費者問題，地震・津
波災害と保険の問題，親族法上の問題─人の
死，相続の問題，災害による売買・請負契約
の処理の問題，金融上の問題─金銭債務の不履
行・二重ローン・企業倒産の問題27），もちろん，
借地借家や被災マンションの問題も論じられ
ている。前掲・都市防災研究所・商事法務研
究会共編「企業・市民の取引生活と法律問題」
や前掲・栗田「地震災害と取引（1），（2），（3），
（4）」NBL377号・384号・409号・411号 の 問
題提起が，東日本大震災という未曾有の大災
害を契機に受け止められたとも言えよう。
　東日本の太平洋側一帯が津波に襲われたこ
とから，本稿の問題意識とも関連のある研究
論考も比較的多く見受けられる。津久井進「被
災地の住宅問題と法」法時88巻4号13頁，北
原啓司「法制度と向き合う真の復興まちづく
りとは」ジュリ1427号35頁，北村喜宣「仮設
住宅の供与と運用」ジュリ1427号46頁，小山
剛「震災と財産権」ジュリ1427号65頁，秋山
靖浩「借家の帰趨─建物の滅失の概念を中心
として」ジュリ1434号19頁，鈴木龍介「震災
と登記実務─現時の対応と今後の課題」ジュ
リ1434号56頁，さらに吉江暢洋「復興支援・
住宅再建の法的問題」（松岡勝実・金子由芳・
飯考行編『災害復興の法と法曹～未来へ政策
的課題～』（成文堂，2016年3月））137頁以下
や，中川雅之・齊藤誠「防災集団移転事業な
どの復興政策の現状と課題」（齊藤誠・野田
博編『非常時対応の社会科学　法学と経済学
の共同の試み』（有斐閣，2016年3月））77頁以
下である。法律実務家，行政法学者や経済学
者による研究が多い。さらに，本稿の問題関
心・研究にダイレクトに直結し参考となるの
が，司法書士や土地家屋調査士による災害復
旧・復興に関わる検討と取組みである。たと
えば，五十嵐欽哉・菅原唯夫・鈴木修・山野
目章夫「東日本大震災と土地家屋調査士業務
をめぐる法的諸問題」登情52巻2号9頁（2012
年2月），菊池隆・鈴木忠夫・高橋文雄・山野
目章夫「東日本大震災と司法書士実務をめぐ
る法的諸問題」登情52巻5号17頁（2012年5月），
『特集　震災復興支援の現状と課題』登情56
巻3号15頁（2016年3月号），山野目章夫他「［座
談会］不動産登記制度の10年とこれから」ジュ
リ1502号14頁，特に24頁以下（2017年2月）で
ある28）。
　なお，阪神・淡路大震災と同様，東日本大
震災からの復旧・復興に当たっても，法律実
務家，特に弁護士による災害復旧・復興研
究と実践が顕著であり，岡本正が実務経験に
基づいて，『災害復興法学』（慶應義塾大学，
2014年9月）を取りまとめた29）。
　以上，不十分ではあるが，民法の観点から
の災害復旧・復興過程に関わる研究史を概観
した30）。本稿のテーマである高台移転と土地
整備ついて，民法の観点からの研究は存在し
ない。このテーマは，篠塚の指摘のように，
民法と行政法の二つの領域に跨がるものであ
る。先行研究がないために，本研究は手探り
で歩を進めていかないとならないが，事実を
丹念に洗うことで，これまで見えてこなかっ
た問題の発見や，現在，対処に困っている問
題の解決のいとぐちを見つけることができる
のではないかと考えている。 （足立）
 （続）
21）　土地問題双書では，災害からの復旧・復興，
防災・減災に関して，本書以外にも，『土地問
題双書15 東京地震：復興と法律問題』（1981
年4月），『土地問題双書22 水害：その予防と
訴訟』（1985年7月），『土地問題双書32 震災と
法』（1997年11月），『土地問題双書33 震災と
都市計画・定期借家権』（1998年5月）が編ま
れている。
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22）　本書では，篠塚昭次が「災害についての私
法上の問題」（37頁以下）で，安全権について
解説をしている。
23）　足立清人・竹田恒規・篠田優「奥尻町青苗
地区の復旧・復興過程，特に高台移転と土地
整備の調査と研究：行政法および民法の観点
から（1）」北星論集56巻2号59・60頁 注17）
も参照。
24）　本稿（足立担当部分）は，これらの研究者
の示した公法・行政法上の過程を，北海道南
西沖地震からの奥尻町の復旧・復興過程につ
いて，民法の観点から明らかにしようとする
ものである。具体的な権利関係の移動などを，
より実地に即したかたちで明らかにする（足
立）。
25）　東日本大震災での福島第一原子力発電所事
故を考えるに，川合敏樹「原子力発電所をめ
ぐる防災・リスク対策法制の現状と課題」法
時81巻9号32頁以下の提言がより具体的に・真
摯に受け止められていれば，福島原発事故・
その対応も違ったものになったかもしれない。
26） 　『特集　土地法の制度設計』論究ジュリ15号
4頁（2015年秋）も参照。災害だけではなく，
人口減少など様ざまな要因から，土地法制の
見直しが必要であるとして，本特集が組まれ
た。特に，生田長人「土地利用と防災」論究ジュ
リ15号45頁を参照。
27）　災害による二重ローンの問題は，被災者の
生活にも直結するものであり，研究が必要で
あると考えている。野村吉太郎「金銭債務の
不履行及び増担保請求権について」ジュリ
1434号48頁，小粥太郎「民法における二重債
務問題」論究ジュリ6号53頁，小田大輔・吉田
和央「震災と金融業務」ジュリ1497号49頁を
参照。
28）　本号に収められている研究のテーマは，ま
さに奥尻町の復旧・復興過程でも問題になっ
たことである。足立清人「『防災集団移転促進
事業』ノート」北星論集56巻1号73頁以下でも
取り上げた（足立）。
29）　災害からの復旧・復興，そして防災・減災
に関わる法学の必要性は，本稿でも見たよう
に，以前から主張されていた（例えば，本稿
でも取り上げたように，渡辺洋三，栗田哲男，
池田恒夫などである）（足立）。
30）　災害復旧・復興に関わる法学分野の研究史
は，別稿で取りまとめる（足立）。
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